
 

年末年始における労働災害防止対策の徹底について 

 

愛媛労働局では、令和 5 年度から令和 9 年度までの 5 年間を計画期間とした「愛媛第 14 

次労働災害防止推進計画」をスタートさせ、本計画期間中に、年間の労働災害による死亡者

数(以下「死亡者数」という。)を過去最少とする 7 人以下にすること、新型コロナウイルス

のり患によるものを除く年間の休業 4 日以上の労働災害による死傷者数(以下「死傷者数」

という。)を令和 4 年死傷者数 1,517 人から 5%以上削減(1,441 人以下)することを目標とし

ています。 

しかしながら、本年の死亡者数は、10 月末現在で 10 人と前年同期比で 1 人増加し、なか

でも建設業では 5 人の方が、さらにそのうち 4 人の方が墜落、転落により亡くなられてお

り、死亡災害撲滅に、より一層の取組が必要となっています。 

さらに、本年の死傷者数は、10 月末現在で 1,202 人と前年同期比で 79 人増加し、なかで

も製造業(35 人増加)、林業(25 人増加)、道路貨物運送業(13 人増加)、社会福祉施設(13 人

増加)では、大幅な増加が認められており、これらの業種における労働災害防止対策の強化

が必要となっています。 

これから年末・年始を迎えるに際し、慌ただしい状況下での作業や、設備等の清掃、点検、

修理、停止及び立ち上げといった非定常作業が多くなるほか、物流等の増加に伴う交通・荷

役作業時の災害等の危険が増すことから、愛媛労働局では、死亡災害の撲滅と一層の労働災

害防止のため、令和 5 年 12 月 1 日から令和 6 年 1 月 15 日までの年末年始の期間中、中央

労働災害防止協会主唱の「令和 5 年度 年末年始無災害運動」も踏まえ、下記事項の徹底を

図ることといたしました。 

各事業者におかれましては、本対策の趣旨を御理解いただき、下記事項を重点に労働災害

防止対策の徹底を図っていただきますようお願いいたします。 

記 

1. 全ての業種における基本的な対策 

(1)期間中の安全衛生方針の樹立と経営トップ等による表明 

(2)職場の安全パトロールによる機械及び設備等の総点検 

(3)年末年始の大掃除等を契機とした 5S(整理、整頓、清掃、清潔、しつけ)の徹底 

(4)リスクアセスメントに基づく職場の危険因子の洗い出しとリスク低減対策の実施 

(5)KY(危険予知)活動を活用した非定常作業における労働災害防止対策の徹底 

(6)年始時期の作業再開時の安全確認の徹底 

(7)転倒危険個所の洗い出しや危険個所の見える化などの転倒災害防止対策の徹底 



(8)「エイジフレンドリーガイドライン」に基づいた、高年齢労働者の就労状況等を踏まえ 

た安全衛生管理体制の確立、職場環境の改善等の推進 

(9)腰に負担がかかる作業や不自然な作業姿勢の防止など、「職場における腰痛防止対策指針」 

の推進 

(10)化学物質のリスクアセスメントの実施を含めた化学物質管理の徹底 

(11)交通安全教育の実施や適性な労働時間の管理などの交通労働防止対策の推進 

(12)安全衛生旗の掲揚やポスター掲示等による安全衛生意識高揚対策の実施 

 

2. 上記 1 に加え死亡災害や死傷災害が増加している業種における重点対策 

(1) 建設業 

墜落・転落のおそれのある作業について、手すり等の設置、墜落制止用器具の確実な使 

用、はしご・脚立等の安全な使用の徹底等、高所からの墜落・転落災害防止対策の推進 

(2)製造業 

はさまれ・巻き込まれなどによる労働災害の危険性の高い機械等について、「機械の包括

的な安全基準に関する指針」に基づくリスクアセスメントの適切な実施 

(3)林業 

「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」、「林業の作業現場にお

ける緊急連絡体制の整備等のためのガイドライン」に基づいた、安全な伐木方法やかか

り木処理の方法、保護具の着用、緊急連絡体制の整備や周知、通信機器の配備、教育訓

練等等の安全対策の実施 

(4)陸上貨物運送業 

「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づいた、安全衛生

管理体制の確立、墜落・転落災害や転倒災害等の防止措置、保護帽等の着用、安全衛生

教育の実施等荷役作業における安全対策の推進 

 

参考資料 

資料 1  令和 5 年死亡災害発生状況一覧表(令和 5 年 10 月末現在) 

資料 2  令和 5 年労働災害発生状況一覧表(令和 5 年 10 月末現在・新型コロナウイルスの 

り患によるものを除く) 

資料 3  令和 5 年死傷災害(休業 4 日以上)の内訳等(令和 5 年 10 月末現在・新型コロナウイ 

ルスのり患によるものを除く) 

資料 4  令和 5 年度年末年始無災害運動(中央労働災害防止協会リーフレット) 



愛 媛 労 働 局

事故の型

性別 年齢 職種 起因物

1月

11時台

2月

８時台

3月

16時台

3月

５時台

４月

９時台

交通事故（交通事故）
　

バイク
4 新居浜 商業 男 48

5 新居浜 その他の建設業 男 41

資料1  令和５年死亡災害発生状況一覧表(令和5年10月末現在)

発 注 者 発  生  状  況

民間
墜落・転落

屋根
男 25

　被災者は、スレート屋根上に仮設された足場上で作業を
行っていた。使用していた工具をスレート屋根上に落とし
たため、足場からスレート屋根に乗り、工具を拾いに向
かっていた際、スレートを踏み抜き、約13ｍ下の床面に
墜落した。

とび職

被　災　者

その他の建築工事業1

3 新居浜 その他の建設業 63

2 松山 その他の建築工事業

番号 所轄署
発生月

発生時間帯

新居浜

業　　種

男 41

その他
の作業

員
民間

　被災者は、ボイラーの煙道内部で掃除作業を行ってい
た。直径約４メートルの開口部から約20メートル墜落し
た。

墜落・転落

建築物、構築物

清掃員 民間

　作業者２名（代表者と被災者）が商業ビルの防水工事現
場に到着した後、代表者は、他の用務にて一時的に現場を
離れることとなった。代表者は、被災者に対しビル屋上に
道具を運搬するよう指示した。
　その後、代表者は現場に戻ってきたが、被災者が見当た
らないことから商業ビルの屋上付近を捜していたところ、
屋上から約１２ｍ下の別の建物（パーキングの電気室）の
屋上に被災者が倒れているのを発見した。

墜落・転落

建築物、構築物

激突され

人力運搬機

男

管理者 民間

　被災者の他4名が、熱交換器（重量２．４ｔ）の搬入作
業を行っていた。熱交換器は、同容器の下部に取り付けら
れていたチルローラーと呼ばれる搬送用器具を使用して、
人力により通路を移動していた。チルローラーが外れたこ
とから同容器が倒れ、被災者が同容器に激突され、同容器
と通路との間に挟まれた。

配達員
　被災者は、バイクに乗って新聞配達の途中、赤信号のた
め路上に停止していたトラックの後部に激突した。



愛 媛 労 働 局

事故の型

性別 年齢 職種 起因物

資料1  令和５年死亡災害発生状況一覧表(令和5年10月末現在)

発 注 者 発  生  状  況
被　災　者

番号 所轄署
発生月

発生時間帯
業　　種

４月

２０時台

８月

11時台

９月

８時台

10月

15時台

10月

1３時台

激突され

立木等

6 今治 水運業 男 59 技術者
　被災者は、事業場が所有する船舶の定期検査に立会する
ためトルコ共和国の造船所に出張中、ジブクレーンに轢か
れたものと推定される。

はさまれ・巻き込まれ

クレーン

7 八幡浜 林業 男 69

8 松山 その他の土木工事業 男 57

運転者

　クリーンセンター内において、パッカー車が収集したご
みの入った荷箱を上昇させて、ごみをピットに投入しよう
としたところ、ごみが荷箱から落下しなかったため、パッ
カー車の前輪が浮き上がり、運転者が乗ったままのパッ
カー車が約６ｍ下のピット内のごみの上に落下し、運転者
が死亡した。

9 松山 産業廃棄物処理業 男
墜落・転落
トラック

土工 民間

　被災者は、貯水タンク修繕工事において、移動式クレー
ンでつり上げたカゴに乗り、チェーンソーで斜面上の支障
木の枝払い作業を行っていたところ、乗っていたカゴが傾
いたため被災者は５．７ｍ下の道路面に墜落した。

墜落・転落

移動式クレーン

林業

41

　林道開設工事において、被災者がチェーンソーで掘削法
面上の立木を伐採（以下、同伐木を伐木①という。）した
ところ、伐木①が他の立木（以下、立木②という。）にか
かり木となり立木②が根本から倒れ、さらに立木②が別の
立木（以下、立木③という。）にかかり木となったことで
立木③が根本から被災者の方向に倒れ、立木③の上部が被
災者の頭部に激突した。

作業者
　作業者がドラム缶の上蓋をバーナーで溶断している際に
ドラム缶が爆発し、溶断作業を行っていた作業員が死亡し
た。

爆発

引火性の物
10 八幡浜 その他の商業 男 40



 

      局 署 別
業 種 別 件数 増減率

(10) 1202 (9) 1123 +79 +7.0% (3) 510 (2) 441 (4) 334 324 (1) 146 (2) 139 (2) 119 (3) 131 93 (2) 88
329 (3) 294 +35 +11.9% 87 68 125 120 63 (2) 59 34 (1) 39 20 8
90 68 +22 +32.4% 40 23 17 15 4 8 21 17 8 5
9 8 +1 +12.5% 1 3 3 5 4 1
4 3 +1 +33.3% 1 1 2 3

17 23 -6 -26.1% 9 9 4 6 1 4 7
4 -4 -100.0% 2 1 1

20 12 +8 +66.7% 1 18 12 1
17 20 -3 -15.0% 2 17 18
5 6 -1 -16.7% 1 2 4 3 1

15 8 +7 +87.5% 3 4 8 4 2 2
8 13 -5 -38.5% 2 1 5 1 2 3 6 1
5 5 ±0 ±0 1 4 5
2 3 -1 -33.3% 2 3

45 36 +9 +25.0% 10 6 21 16 11 14 1 2
24 22 +2 +9.1% 7 8 15 12 1 2 1
10 4 +6 +150.0% 6 3 3 1 1
42 (3) 34 +8 +23.5% 1 1 3 9 34 (2) 22 (1) 1 4 1
1 4 -3 -75.0% 1 1 1 1 1

15 21 -6 -28.6% 5 8 6 8 1 1 5 2
1 1 1 1

(5) 126 (5) 153 -27 -17.6% (2) 46 (1) 51 (3) 35 43 12 19 15 (2) 23 18 (2) 17
(1) 49 (3) 52 -3 -5.8% (1) 17 16 8 13 4 6 11 (1) 8 9 (2) 9
(1) 51 58 -7 -12.1% 25 23 (1) 12 12 5 6 3 11 6 6

うち木造家屋建築工事業 11 13 -2 -15.4% 5 6 3 1 1 3 2 3
(3) 26 (2) 43 -17 -39.5% (1) 4 (1) 12 (2) 15 18 3 7 1 (1) 4 3 2
(1) 11 13 -2 -15.4% 7 8 2 2 (1) 2 3

129 116 +13 +11.2% 57 58 46 30 11 11 9 13 6 4
13 6 +7 +116.7% 9 2 3 4 1

う ち 港 湾 運 送 業 6 2 +4 +200.0% 2 3 2 1
17 32 -15 -46.9% 3 4 1 2 3 1 5 11 5 14

(1) 41 16 +25 +156.3% 10 7 5 3 1 (1) 13 6 12
23 22 +1 +4.5% 3 3 4 3 3 9 2 7 11

(2) 164 163 +1 +0.6% 83 83 (1) 40 41 16 19 (1) 12 6 13 14
う ち 小 売 業 (1) 117 117 ±0 ±0 63 59 (1) 27 29 11 14 6 4 10 11

9 6 +3 +50.0% 7 4 1 1 1 1
±0 ±0

27 15 +12 +80.0% 16 8 5 3 2 1 4 3
19 14 +5 +35.7% 14 8 3 5 2 1

152 134 +18 +13.4% 84 69 35 31 15 12 11 16 7 6
う ち 社 会 福 祉 施 設 102 89 +13 +14.6% 55 43 26 21 6 9 9 11 6 5

51 44 +7 +15.9% 29 26 10 10 9 3 2 1 1 4
う ち 飲 食 店 31 29 +2 +6.9% 18 17 8 8 4 1 1 1 2

(1) 46 52 -6 -11.5% (1) 29 26 9 14 5 6 1 1 2 5
1 -1 -100.0% 1

44 (1) 41 +3 +7.3% 26 (1) 16 9 11 3 1 4 9 2 4

清 掃 と 畜 業

官 公 署

そ の 他 の 事 業

　※労働者死傷病報告書による休業４日以上の死傷者数を集計したもので、 （　）内は、死亡者数を表し内数である。

金 融 広 告 業

映 画 ・ 演 劇 業

通 信 業

教 育 研 究

保 健 衛 生 業

接 客 娯 楽 業

商 業

建 設 業

建
 
設
 
業

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

鉄 道 ・ 道 路 旅 客 業

道 路 貨 物 運 送 業

貨 物 取 扱 業

農 業

林 業

畜 産 ・ 水 産 業

鉱 業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

全 産 業

製 造 業

製
　
　
　
　
　
　
造
　
　
　
　
　
　
業

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

そ の 他 の 繊 維 製 品

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パ ル プ ・ 紙 製 造 業

紙 加 工 品 製 造 業

４年５年 ４年 ５年 ４年 ５年 ４年 ５年 ４年 ５年 ４年 ５年

　　　　　　　資料２　令和５年労働災害発生状況一覧表(令和５年10月末現在・新型コロナウイルスのり患によるものを除く）

   愛 媛 労 働 局

局 増  減  松山 新居浜 今治 八幡浜 宇和島
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令和５年死傷災害（休業４日以上）の内訳等 

(令和 5 年 10 月末現在・新型コロナウイルスのり患によるものを除く) 

愛媛労働局 

１ 業種別死傷災害発生状況 

 
・第三次産業が労働災害全体の 4割以上を占めた(42.6％)。 

２ 事故の型別死傷災害発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・労働者の行動に起因する災害(「転倒」、「動作の反動、無理な動作」)が、労働災害全体の 3分

の 1 以上を占めた(35.6％)。 

第三次産業 512 人,42.6%

製造業 329 人,27.4%

道路貨物運送業

129 人,10.7%

建設業 126 人,10.5%

林業 41 人,3.4%

その他 65 人,5.4%

1,202人

小売業 117人
社会福祉施設 102人
清掃・と畜業 46人

資料 ３ 

転倒, 304人, 25.3%

墜落、転落, 216
人, 18.0%

はさまれ、巻き込まれ, 140
人, 11.6%

動作の反動、無理な動作, 124人, 10.3%

交通事故, 83人, 6.9%

激突され, 66人, 5.5%

切れ、こすれ, 76人, 6.3%

飛来、落下, 59人, 4.9%

激突, 42人, 3.5%

高温・低温の物との接触, 
27人, 2.2%

崩壊、倒壊, 24人, 2.0% その他, 41人, 3.4%

1,202人
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３ 製造業における業種別死傷災害発生状況 

 
・「食料品製造業」の占める割合が、製造業の死傷災害のなかで最も高かった(27.4％)。 

４ 製造業における事故の型別死傷災害発生状況 

 
・「はさまれ、巻き込まれ」による災害が、製造業の死傷災害の約 4 分の 1 を占めた(25.2％)。 

食料品製造業, 
90人, 27.4%

金属製品製造業, 
45人, 13.7%

輸送機械製造業, 42人, 12.8%
パルプ・紙・紙加工品製

造業, 37人, 11.2%

一般機械器具製造業, 
24人, 7.3%

木材・木製品製造業, 
17人, 5.2%

化学工業, 15人, 4.6%

電気機械器具, 10人, 3.0%

繊維工業, 9人, 2.7%

窯業土石, 8人, 2.4% その他, 32人, 9.7%

329人

はさまれ、巻き込まれ, 
83人, 25.2%

転倒, 65人, 19.8%

墜落、転落, 46人, 14.0%
切れ、こすれ, 31人, 9.4%

飛来、落下, 27人, 8.2%

動作の反動、無理な動作, 
23人, 7.0%

激突され, 14人, 4.3%

激突, 13人, 4.0%

その他, 27人, 8.2%

329 人 
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５ 建設業における事故の型別死傷災害発生状況 

・「墜落・転落」による労働災害が、建設業の死傷災害の 3 分の 1 以上を占めた（34.9％）。 

 

６ 道路貨物運送業における事故の型別死傷災害発生状況 

・「墜落・転落」、「転倒」、「動作の反動、無理な動作」3 種類の事故の型が, 道路貨物運送業の

死傷災害の 4 分の 3 近くを占めた(72.1％)。 

 

墜落、転落, 
49人, 38.0%

転倒, 23人, 17.8%

動作の反動、無理な動作, 
21人, 16.3%

はさまれ、巻き込まれ, 
8人, 6.2%

交通事故, 8人, 6.2%

高温・低温の物との接触, 
5人, 3.9%

飛来、落下, 4人, 3.1%
その他, 11人, 8.5%

129 人 
 

224 人 

墜落、転落, 44人, 34.9%

はさまれ、巻き込まれ, 
18人, 14.3%

転倒, 13人, 10.3%
激突され, 11人, 8.7%

交通事故, 9人, 7.1%

切れ、こすれ, 8人, 6.3%

飛来、落下, 6人, 4.8%

激突, 5人, 4.0%

崩壊、倒壊, 4人, 3.2% その他, 8人, 6.3%

126人
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7 林業における事故の型別死傷災害発生状況 

・物が主体となって人にあたる事故の型(「激突され」、「飛来、落下」、「崩壊、倒壊」)の割合が、 

 林業の死傷災害の半数近くを占めた(46.3％)。 

 

８ 第三次産業における事故の型別死傷災害発生状況 

・労働者の作業行動に起因する労働災害(「転倒」・「動作の反動、無理な動作」)の割合が、第三

次産業の死傷災害の過半数を占めた(50.2％)。 

転倒, 187人, 36.5%

動作の反動、無理な動作, 
70人, 13.7%墜落、転落, 62人, 12.1%

交通事故, 61人, 11.9%

切れ、こすれ, 25人, 4.9%

激突され, 18人, 3.5%

激突, 17人, 3.3%

はさまれ、巻き込まれ, 
17人, 3.3%

飛来、落下, 13人, 2.5%

高温・低温の物との接触, 13人, 2.5%
その他, 29人, 5.7%

512人

激突され, 10人, 24.4%

飛来、落下, 6人, 14.6%

切れ、こすれ, 6人, 14.6%
墜落、転落, 5人, 12.2%

転倒, 5人, 12.2%

崩壊、倒壊, 3人, 7.3%

その他, 6人, 14.6%

41 人 
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９ 年齢階層別の死傷災害発生状況 

 
・60 歳以上の年齢階層が最も多かった。 

・50 歳以上の年齢階層の割合は、全死傷者数の過半数を占めた(52.4％)。、 

31人

161人
144人

236人

302人
328人

0

50

100

150

200

250

300

350

19歳以下 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上

（人） 






